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1．工業標準の役割 
標準化とは「自由に放置すれば多様化，複雑化，

無秩序化する事柄を少数化，単純化，秩序化する

行動」のことを意味する。工業製品そのものやそ

の試験方法の標準に限定すると（つまり工業標準

に限定すると），標準化とは「効率的な生産や流通

を図るために，部品や製品の形状，仕様や性能の

共通化，あるいは仕様や性能の測定を行う方法を

統一して規格を定めて実施する」ことを指し，こ

れにより工業製品の生産コストの低減や品質の安

定を図ろうとするものである。しかし，技術的に

優位にある製品を標準化しようとしても，なぜそ

の技術の標準化が必要なのかについて一般的な理

解が得られなければ，その製品が標準（Standard）

となることはできない。すなわち，個人的にある

製品の標準化を行いたいと考えても，それを利用

する側の人々に必要性を理解されない限り，標準

化を行っても価値はない。工業製品の標準化は，

それを利用する組織や人間がいて初めて可能にな

るものである。 

いいかえれば，工業製品の仕様の標準化やその

仕様に満足しているかどうかを評価するための試

験方法の標準化とは，使用者（工業製品の製造に

関わる団体，製品の販売業者，消費者）がいつで

も使用可能であり，それを取引や商品の受け渡し

に使用するすべての者にとって有益なルールを定

めるものである。このことは現在でも標準化の基

本的役割であるが，情報化社会における経済活動

のグローバル化に伴い，2 項，3 項で述べる新たな

役割も注目されている。 

 

 ＊ 一般財団法人日本規格協会  
マーケッティングユニット 
総合標準化相談室 標準化アドバイザー 
Standardization Advisor, Standardization Consultation 
Desk, Marketing Unit, Japanese Standards Association 
(JSA) 

中堅・中小企業等における        

標準化の戦略的活用に向けて 

Introduction to Strategic Standardization  
Specifically for Medium/small-sized Companies 

 

 

 

 太 田 道 也＊  山 野 芳 昭＊ 

Michiya OHTA Yoshiaki YAMANO 

抄録 本稿は，中堅・中小企業等が保有する新しい技術や優れた製品を市場に速やかに普及できるよう，

標準化をビジネスツールとして活用する活動の推進に資するために，標準化の基礎事項，標準化と知財

を絡めた戦略，及び「標準化官民戦略」に基づいて経済産業省が支援する「新市場創造型標準化制度」

の概説，並びに標準化の活用事例について紹介をする。 

 



  情  報   

 

 特許研究  PATENT STUDIES  No.64  2017／9 57 

2．標準の種類 
工業規格には，図 1 に示すような階層の規格が

存在する。国際規格としては，ISO（電気，通信分

野を除く全分野），IEC（電気分野），ITU-T（通信

分野）の国際標準化団体が作成するものである。

そもそも現在，存在する標準には図 2 に示すよう

な 3 種類のものが存在する。デジュール標準とは

公的な機関が制定するものであり，ISO や IEC の

規格，及び地域や国が制定に関与しているものが

それに相当する。フォーラム標準とは，図 1 の団

体レベルの規格が相当し，関連する企業が集まっ

た団体が作成する規格で，JSAE（自動車技術会），

JEC（電気規格調査会），IEEE（米国電気電子 

 

図 1：標準の階層 

 

学会）等が作成している。デファクト標準とは実

質的に国際市場で広く採用されているいわゆる

「世界標準」で，パソコンの基本ソフト Windows

やワードプロセッサである Word などがある。 

 

3．グローバル社会における国際標準の

役割 
 工業製品の海外との取引（輸出入）に関して，

ほとんどの国は WTO（World Trade Organization）1

に加入し，その条約（国際的な商取引に関する条

約）に調印している。WTO の条約は，国際貿易に

関する基本的な取り決め（条約）規定している。

調印した国々はその条約を遵守することが義務づ

けられている。その目的は，輸出国あるいは輸入

国の社会的風習や環境に配慮しつつ，サービスや

生産品の提供者や輸出入業者を WTO が定めた条

約の下で保護することにある。 

 WTO には，標準化にとって重要な TBT 協定2が

存在する。それは，「輸出入に際して，関係国が規

制，規格，認証手続きにおいて不必要な障壁を設

けてはならない」という条約である。この条約の

意図するところは，国ごとに異なった規制や規格

が適用されると，グローバルな商取引は不要な労 

 

図 2：標準の種類 
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力と経費を要することになるので，その阻止を行

うところにある。つまり，TBT 協定の中で，国際

標準が重要な役割を持っている。 

TBT 協定は 1995 年に発効され，2001 年には中

国も WTO に加盟している。欧米先進国では，中

国等の新興国市場への積極的な参入と進出を視野

に入れて，自国産業の国際競争力強化の観点から，

自国産業の製品に関与した活発な国際標準化活動

を実施している。特徴的なことは，2000 年当時，

欧米各国の有力なグローバル企業は世界の主要国

にその提携会社を有しているので，1 国 1 票の下

での多数決で議決する国際標準化活動において，

極めて有利な展開をしたことである。その当時，

日本の企業の中で，自社の技術をどのような戦略

で国際標準化を行うかを検討していた企業は少数

であった。日本の企業の国際標準化への関心度は，

IEC あるいは ISO の TC や SC の国際幹事引受件数

を見ればある程度の予想が可能である。図 3 に示

した ISO 幹事の引受件数の推移 2 を見ても，2000

年以前は日本の引受数は欧米主要国と比較して極

めて少ないことがわかる。 

 

図 3：ISO 国際幹事の引受件数の推移 

 

 

4．標準化と知財とを絡めた“Open-Close

戦略” 

上記 1．に記した従来からの標準化の意義に加

え，最近では「技術の標準化」と「知的財産（知

財）」の 2 つを組み合わせて，戦略的に産業競争力

の強化を図る取組みが見られるようになった。グ

ローバルな市場で自社の持つ技術について国際規

格を戦略的に使用できれば，自社の技術を起点と

した市場の活性化が実現できる可能性を有してい

る。標準化した技術は公開（Open）が基本である

のに対して，特許などに代表される「知財」は他

人が許可なく使用できない（Close）ものであり，

図 4 のイメージ図に示すように，この 2 つを組み

合わせる戦略を“Open Close 戦略”と呼んでいる。 

いま標準化する技術と自社の有する知財（特許

技術）が重なる場合を考える3, 4。この場合，当該

規格に関する必須特許の実施許諾の意思を「特許

声明書」という形で規格の前文に宣言する必要が

ある。通常，この実施許諾条件は 

① 規格の利用に関して無償で実施許諾を行う

（Royalty Free） 

② 規格の利用に関して合理的で非差別的な条件

での実施許諾を行う（Reasonable and Non-Dis- 

criminatory Terms：RAND 条件） 

③ 上記の実施許諾を行う意思がない 

の 3 種類である。 

 

図 4：Open-Close 戦略のイメージ 
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規格は，すべての企業や人が自由に使えてこそ

その存在意義が有り，規格としての価値が上がる。

通常の場合は，上記の①と②のいずれかが宣言さ

れることになる。しかし RAND 条件を宣言した場

合であっても，請求できる Royalty は通常は数％以

下であり，支払われる側の利益はあまり大きくな

い。したがって，標準化によるメリット（市場の

活性化）はほとんど期待できないことになる。

“Open Close 戦略”を有効に練る基本は，標準化

により標準化した対象の製品を広く使用してもら

い，市場で販売台数やシェアーを伸ばすことであ

る。そのためには，製品自体が他社製品よりも優

れてことが大前提である。たとえば，他企業が同

一仕様の製品を製作しようとしても，その仕様を

達成させるための一手法に関する特許を条件づき

で使用するようにすれば，標準化による市場活性

化が達成できることになる。これについては，後

ほど実例のところでその代表的な例を述べる。 

 

5．新市場創造型標準化制度の活用 

（1）新市場創造型標準化制度 

2015 年 5 月に創設されたこの制度は，官民が連

携した標準化戦略の強化のため，経済産業大臣が

主催し主要産業界トップが参画する「標準化官民

戦略会議」において，2014 年 5 月にとりまとめら

れた「標準化官民戦略」の体制整備に関する提言

の一つとして，構築されたものである。 

例えば，尖った技術があるものの， 

① 企業 1 社で業界内調整が困難な場合 

② 中堅・中小企業等で原案作成が困難な場合 

③ 複数の産業界にまたがる場合 

を対象としていて，従来，国際標準案作成・提案

及び JIS 原案作成は，業界団体におけるコンセン

サス形成を経て行われていたが，それがない場合

でも，標準化が必要と JISC が判断すれば，日本規

格協会（JSA）が国内審議団体又は原案作成団体と

なることによって，迅速な提案や原案作成が可能

となる JSA 標準化支援スキームである（図 5）。 

 

図 5：新市場創造型標準化制度による標準化手順 
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このスキームでは，中堅・中小企業等の優れた

技術・製品が際立つような新市場創造型の標準化

に関し，2020 年までに 100 件の目標を掲げている。 

 

（2）標準化活用支援パートナーシップ制度 

新市場創造型標準化制度の活用を促進するため

の支援体制として，2015 年 11 月に「標準化活用支

援パートナーシップ制度」が創設された。 

この制度は，各地区の企業と太いパイプのある

自治体・産業振興機関，地域金融機関及び大学・

公的研究機関等がパートナー機関に登録し，JSA

が各パートナー機関と密接な連携して，JSA に配

備する「標準化アドバイザー」を中心にして，中

堅・中小企業等における標準化の戦略的活用のた

めに，インターネット TV 電話等を活用しながら

「どこでも」きめ細かく専門的に支援するための

制度である。パートナー機関の登録は，全国 47 都

道府県からの 126 機関にのぼっている（表 1）。 

 

表 1：パートナー機関一覧（平成 29 年 8 月 8 日時点） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 機関名
滋賀県 公⽴⼤学法⼈滋賀県⽴⼤学
京都府 京都信⽤⾦庫

京都中央信⽤⾦庫
⼤阪府 株式会社池⽥泉州銀⾏

⼤阪府商⼯労働部
中⼩企業⽀援室 ものづくり⽀援課
地⽅独⽴⾏政法⼈
⼤阪府⽴産業技術総合研究所
公益財団法⼈堺市産業振興センター
東⼤阪商⼯会議所

兵庫県 公益財団法⼈新産業創造研究機構
奈良県 株式会社南都銀⾏
和歌⼭県 和歌⼭県⼯業技術センター

和歌⼭県商⼯観光労働部
企業政策局産業技術政策課

⿃取県 地⽅独⽴⾏政法⼈
⿃取県産業技術センター

島根県 株式会社⼭陰合同銀⾏
岡⼭県 株式会社中国銀⾏
広島県 ⼀般社団法⼈広島県発明協会

公益財団法⼈ ひろしま産業振興機構
国⽴⼤学法⼈広島⼤学
株式会社 もみじ銀⾏

⼭⼝県 地⽅独⽴⾏政法⼈
⼭⼝県産業技術センター
国⽴⼤学法⼈ ⼭⼝⼤学

徳島県 徳島県⽴⼯業技術センター
公益財団法⼈ とくしま産業振興機構

⾹川県 ⾹川県産業技術センター
愛媛県 株式会社伊予銀⾏

公益財団法⼈ えひめ産業振興財団
愛媛県産業技術研究所

⾼知県 公益財団法⼈⾼知県産業振興センター
福岡県 ⼤川信⽤⾦庫

福岡県⼯業技術センター
公益財団法⼈
福岡県産業・科学技術振興財団

佐賀県 佐賀県⼯業技術センター
公益財団法⼈
佐賀県地域産業⽀援センター

⻑崎県 ⻑崎県⼯業技術センター
熊本県 公益財団法⼈ くまもと産業⽀援財団
⼤分県 ⼤分県産業科学技術センター
宮崎県 宮崎県機械技術センター

宮崎県⼯業技術センター
⿅児島県 ⿅児島県⼯業技術センター
沖縄県 沖縄県⼯業技術センター

都道府県 機関名
北海道 公益財団法⼈

釧路根室圏産業技術振興センター
⻘森県 地⽅独⽴⾏政法⼈

⻘森県産業技術センター
岩⼿県 地⽅独⽴⾏政法⼈

岩⼿県⼯業技術センター
宮城県 国⽴⼤学法⼈ 東北⼤学

宮城県産業技術総合センター
秋⽥県 秋⽥県産業技術センター
⼭形県 株式会社 荘内銀⾏

⼭形県⼯業技術センター
福島県 株式会社東邦銀⾏

福島県ハイテクプラザ
茨城県 茨城県⼯業技術センター

国⽴研究開発法⼈産業技術総合研究所
株式会社常陽銀⾏
国⽴研究開発法⼈物質・材料研究機構

栃⽊県 栃⽊県産業技術センター
公益財団法⼈栃⽊県産業振興センター

群⾺県 株式会社群⾺銀⾏
群⾺県⽴群⾺産業技術センター
⼀般財団法⼈
地域産学官連携ものづくり研究機構

埼⽟県 埼⽟県産業技術総合センター
公益財団法⼈埼⽟県産業振興公社
公益財団法⼈ さいたま市産業創造財団
国⽴⼤学法⼈埼⽟⼤学
株式会社埼⽟りそな銀⾏
公益社団法⼈⽇本技術⼠会埼⽟県⽀部
飯能信⽤⾦庫
株式会社武蔵野銀⾏

千葉県 千葉県産業⽀援技術研究所
株式会社千葉興業銀⾏

東京都 朝⽇信⽤⾦庫
経営標準化機構株式会社
⼀般社団法⼈
研究産業・産業技術振興協会
⼀般社団法⼈⾸都圏産業活性化協会
公⽴⼤学法⼈⾸都⼤学東京
産業技術⼤学院⼤学
株式会社商⼯組合中央⾦庫
城南信⽤⾦庫
⻄武信⽤⾦庫
⼀般財団法⼈電気安全環境研究所
国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学
地⽅独⽴⾏政法⼈
東京都⽴産業技術研究センター
東京東信⽤⾦庫

都道府県 機関名
東京都 ⼀般財団法⼈⽇本品質保証機構

⽇本弁理⼠会
独⽴⾏政法⼈⽇本貿易振興機構
株式会社東⽇本銀⾏

神奈川県 神奈川県産業技術センター
公益財団法⼈川崎市産業振興財団
株式会社横浜銀⾏

新潟県 株式会社⼤光銀⾏
株式会社第四銀⾏
新潟県⼯業技術総合研究所

富⼭県 富⼭県⼯業技術センター
⽯川県 ⽯川県⼯業試験場
福井県 福井県⼯業技術センター
⼭梨県 ⼭梨県産業技術センター
⻑野県 ⻑野県⼯業技術総合センター

⻑野信⽤⾦庫
岐⾩県 株式会社⼤垣共⽴銀⾏

公益財団法⼈
岐⾩県産業経済振興センター
岐⾩信⽤⾦庫
株式会社⼗六銀⾏
⾼⼭信⽤⾦庫
東濃信⽤⾦庫

静岡県 磐⽥信⽤⾦庫
株式会社静岡銀⾏
静岡県⼯業技術研究所
公益財団法⼈静岡県産業振興財団
静岡信⽤⾦庫
国⽴⼤学法⼈静岡⼤学
公益財団法⼈
浜松地域イノベーション推進機構
静清信⽤⾦庫

愛知県 あいち産業科学技術総合センター
いちい信⽤⾦庫
岡崎信⽤⾦庫
瀬⼾信⽤⾦庫
知多信⽤⾦庫
中⽇信⽤⾦庫
国⽴⼤学法⼈豊橋技術科学⼤学
豊橋信⽤⾦庫
株式会社名古屋銀⾏
名古屋市⼯業研究所
半⽥信⽤⾦庫
尾⻄信⽤⾦庫

三重県 株式会社百五銀⾏
公益財団法⼈三重県産業⽀援センター

滋賀県 ⼀般社団法⼈滋賀県発明協会
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図 6：中堅・中小企業等，パートナー機関，JSA 及び政府関係機関の連携 

 
  

各パートナー機関は，地元企業等がビジネスツ

ールとして標準化の活用を検討する場合の， 

① 企業等の課題の把握・共有 

② 標準化セミナー及び面談などの標準化アド

バイザーによる専門的支援の機会提供 

など，実戦的な役割を担っている。 

さらに，この制度は，JSA による標準化支援に

加えて，政府関係機関（中小機構，JETRO，商工

中金及び INPIT）との標準化以外の支援・連携を

することによって，標準化を活用した販路開拓・

拡大等を支援する（図 6）。 

 

（3）標準化制度活用によるメリット 

 中堅・中小企業等が保有する優れた技術・製品

に関して標準化をすることは，次を可能にする。 

① 自社の技術・製品のスペック・性能の見える

化を通じた，市場での差別化 

② 自社の技術・製品のスペック・性能を変更す

ることなしの，市場投入 

③ 一定の水準の品質基準などの標準化により，

低品質品の排除等 

④ 顧客を自社の技術・製品に惹きつけることに

よる，コスト競争力の強化 

 一方，提案が採択された企業及びパートナー機

関は，経済産業省からプレス発表されるので，そ

れぞれの認知度が向上するとともに，ビジネスチ

ャンスの大きな拡大が期待できる。 

また，この制度を活用した標準化は，経済産業

省から JSA への委託事業であるので，原案作成に

係る経費（委員会開催，技術調査，試験等）につ

いて国の予算が利用できる。これによって，必要

に応じて，試験方法の再現性等を確認するために，

公的研究機関への試験外注などができる。また，

国際標準化の場合の国際会議出席に係る費用も国

の予算が利用できる。 

 

（4）標準化制度活用申請の判断基準 

 新市場創造型標準化制度による標準作成を希望

する企業は，日本工業標準調査会（JISC）に同制

度の「JSA 標準化支援スキーム」の活用申請を行

い，承認を得る必要がある。 

 このため提案企業が作成する JSA との面談申込
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書の記載内容に関して， 

 技術・製品の先進性：優位性のエビデンス 

 類似規格・関係法規・特許の事前調査結果 

 規定内容の案：試験方法などの規格案の骨子 

 社内体制：原案作成従事者の工数確保 

など具体的な確認ができた場合に，活用申請する。 

企業提案の活用申請後の JISCにおける判断基準

は，次に適合するか否かが主なものである。 

① 標準化提案の内容が，新市場の創造や産業競

争力の強化といった政策目的に合致する 

② 標準化提案の内容が，ISO/IEC における国際

標準として，又は日本工業規格（JIS）とし

て適切に取り扱われる 

③ 当該新技術等に関係する団体が，ISO/IEC 国

内審議団体又は JIS 原案作成団体を引き受

けることが困難である 

 

表 2：新市場創造型標準化制度の活用案件一覧表（2017 年 7 月末時点） 
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（5）制度活用採択事例及び標準化の効果 

 新市場創造型標準化制度の活用申請が採択され

た案件数は，2015 年 5 月～2017 年 7 月の約 2 年間

で合計 31 件であり，そのうち 21 件が企業直接の

案件，10 件がパートナー機関の支援を受けた案件

である。また，国際案件は 1 件で，30 件が JIS 化

である（表 2）。 

 この制度の標準化の効果の例として，既に JIS

規格が制定された中の最初の 2 件の事例について，

次に示す。 

 

① 第 1 号事例〔（株）ワイピーシステム〕 

JIS D 5716（自動車用緊急脱出支援用具）とし

て 2016 年 9 月に公示された以降，自動車用品の

生産販売業者等から JIS マーク表示・認証取得

ノ問合せが多数あり，市場における不良品排除

に繋がることが期待される。 

 

② 第 2 号事例〔（株）悠心〕 

   JIS Z 1717（包装－液体用高機能容器）として

2016 年 10 月に公示されて以降，大手食品業界

等への認知度がたかまり，新規販路の拡大に繋

がった。 

 

6．戦略的標準化の事例 

標準化を行ってそれを基に成長した例として，

中堅・中小企業が中心となって行ったものではな

いが，各企業での取組みに参考となる 3 つの例を

以下に示す。自社で所有している尖った技術をど

のように使用することによって成長するかの戦略

ばかりではなく，その技術の利用を促進する環境

をどのように整えていくかが戦略的標準化の重要

なカギとなるものと考えられる。 

 

 

（1）QRコード 

2 次元バーコードは 30 種類以上が開発され利用

されたといわれているが，（株）デンソー〔現：（株）

デンソーウェーブ〕が開発した QR コードは，後

発であった。QR コードは，そのデータ量の多さか

ら冗長性を持たせることが可能であり，コードが

一部破損しても読み取りが可能となっている。同

社は，物品流通管理の QR コードを普及させるた

め， 

① エラーの出にくい QR コードのエンコード

ソフトを自社で開発し，基本仕様はオープン

にして標準化（必須特許はライセンス料無償

で提供） 

② QR コードの認識及びデコード部分を差別

化領域としてクローズ化（QR コードリーダ

ー及びソフトウェアを有償で販売） 

を戦略とした標準化を行って，QR コード自体が普

及すれば QR コードの読み取り機で収益が上がる

ビジネスモデルを確立した（図 7）。 

 

図 7：QR パートコードのビジネスモデル 

 

   

 QR コードの規格化に関しては，社内標準であっ

た規格を，業界規格，国家規格及び国際規格へと

進化させるとともに最新の技術に適応した規格改

正を行ってきた（表 3）。 

上述のオープン・クローズ戦略に基づいて，国

内規格及び国際規格で QR コードの標準化をする

ことによって，自社の優れた技術・製品のグロー 
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表 3：QR コードの規格化の進展 

 

 

バル展開ができている。これによって，1994 年の

自動車業界を皮切りに，広く新市場を創造して爆

発的に利用を拡大している（資料：http://www.qrc

ode.com/qrfeature.html）。同社の収益はハンディタ

ーミナルの OEM が全てであり，読み取り技術の

ライセンスなどは全く行っていない。エンコード

及びデコード技術の中核部分のノウハウをオープ

ンにせずにエンコードソフトを配布し，デコード

技術を機器に内包することで，他社に比して格段

にエラー率を低くすることが可能なハンディ読み

取り機を提供できることが，市場全体の拡大及び

シェアアップの要因と考えられる。 

 

（2）Adobe Systems社のPDF 

文書ファイルとして，もっともグローバルに利

用されているものの一つに，Adobe System 社（以

下，Adobe 社）の PDF（Portable Document Format）

がある。PDF はアメリカ等での公的文書にも使用

され，このファイル形式の文書のグローバルな普

及によって，Adobe 社は巨額の利益を上げている。 

もともと PDFは 1990年代に OSなどの使用環境

に左右されないで閲覧・印刷ができる電子文書の

ファイルフォーマットとして開発されたものであ

る。1995 年頃には電子文書フォーマットとしてグ

ローバルに確固たる市場を得て，成長をし続けて

きた（図 8）。そして現在に至っても，その地位を 

図 8：Adobe Systems 社の売り上げの推移 2 

 

確保している。その原因は，PDF 及び PDF を作成

するソフトウェア（PDF Writer）の製品の完成度が

高いことに基本的には要因があるが，それに加え

て，それを利用しやすくする以下のような市場展

開戦略も要因と考えられる5, 6。 

PDFは PDF を閲覧するためのソフトウェアであ

る Acrobat Reader が無償で提供されている。その

ため，OS にとらわれない閲覧文書として爆発的に

市場が拡大された。つまりデファクトスタンダー

ドとして君臨したのである。一方，PDF を作成す

る PDF Writer も，Adobe の特許を無償で利用して

PDF 作成ソフトを開発できるようにした。実際に

は，2004 年ごろから他社が PDF 作成ツールを自社

製品に組み込むようになった。しかし特許を使用

する際には，PDF Reader 及び PDF Writer の仕様を

変更することを制限することが付帯条件となって

いる。この付帯条件によって，Adobe 社は PDF 関

連のソフトウェアの新開発製品を，他社に先んじ

て市場に展開できる。つまり，バージョンアップ

ごとに製品の優秀性を図ることによって，デファ

クトスタンダードとして市場に存在し続けること

が可能になった。 

それまでは同社のソフトウェアは CD や IDコー

ドの入った高価な箱による販売が主流であった。

しかし，2008 年の金融危機以降，Adobe は「成長

の壁」にぶつかった。近い将来の市場で，Adobe 
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図 9：2013 年の Adobe Systems 社の改組 

 

 

図 10:2012 年以降における Adobe Systems 社の

Document Cloud 部門の年間売り上げと定額

利益7 

 

社の製品の使い勝手をさらに向上させ，基礎研究

から製品販売まで必要不可欠な ITソリューション

のツールとして使用される環境を作るべく，図 9

に示すような 3 つの大きな Cloud と呼ばれる事業

組織への改組を行っている。PDF の閲覧ソフトや

作成ツールで Adobe Reader や Acrobat Writer 及び

関連ソフトは，3つのCloudのうちDocuments Cloud

に分類されている。まだ，ドロー系やペイント系

ソフトの Photoshop や Illustrator などは Creative 

Cloud に分類されており，これらの年間売り上げの

推移は 2013 年以降，年々増加している。その傾向

を詳しく見ると，図 10 に示すように，Document 

Cloud の年間売上（Revenue）は 2013 年に若干減少

したものの年間約 800M$を維持している。一方，

年間定額収益（ARR）は 2012 年から増加を維持し

ている。Cloud は，Adobe 社が新たに施行したソフ

トウェアの販売システムであり，Cloud そのものを

デファクトスタンダード化することを想定してい

るものと考えられる。そのために，Cloud という概

念を市場に提示し，月々のわずかな契約料で常に

最新のバージョンのソフトを使用できるようにし

た。 

将来の成長の限界を察知して大胆な構造改革を

打ち出し，結果としてそれを成功裏に導くことを

可能にした原因は，Adobe 社が持つ製品の長年に

わたる優位性と信頼性高さによるところが大きい。 

このように自社の知財を巧みに使用することに

より，開発製品の市場をリードし続けることが可

能になる背景には，PDF がデファクトスタンダー

ドとして，市場に受けいれられていることが重要

であることを Adobe 社は熟知している。たとえば，

PDFが ISO規格として標準化されたのは 2007年で

あった8。国際標準として PDF は，仕様の変更等を

Adobe 社が勝手にできなくなるデメリットが生じ

るが，標準化されたことによって政府関連の文書

として公にファイル形式を指定することが可能に

なり，結果として使用者が増えることにつながっ

た。そして，そのことが新たなデファクトスタン

ダードへ向けたDocument Cloudへの展開を可能と

している。 

 

（3）シマノの自転車部品 

1990 年代に日本の自転車産業が急激に衰退した。

かつての日本の自転車技術はかなりの高水準にあ

ったが，数多くの日本の自転車メーカはその長い

歴史に幕を降ろしてきた。日本の自転車メーカの

中にあって数少ない例外はシマノだけだろう（図

11）。その要因は，一言でいれば，「シマノの顧客

は世界中にいる」からである。現在では，シマノ
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は Global なブランド企業として存在している。 

日本において最初に自転車を生産したのは 1890

年の富田製銃所（現 宮田工業）である。第二次世

界大戦前は，自転車産業は，日本の輸出産業のひ

とつであった。1941 年に自転車配給用臨時工業規

格（臨時 JES）が作成された。さらには，戦後の

自転車産業の国際競争力を維持するため，1947 年

に新たな自転車用工業規格が作成された。すべて

の部品が寸法のみではなく，材質や形状が規格化

され製品のモジュール化が進む一方，細かいとこ

ろまで規定しすぎたため，技術的な進歩の足を引 

 

図 11：シマノ（株）の自転車部門と 

 釣り具部門の利益の推移 

（シマノ決算短信より集計） 

 

 

図 12：自転車の国内生産台数と輸入台数の推移 

（一財）自転車産業振興協会資料より集計） 

 

っ張る結果となり，輸出産業としての競争力を失

うこととなってしまった。その後，1950 年には自

転車に関する JIS が制定された。制定の際には，

製品や製造技術の高度化へも対応するため，欧州

各国の規格の翻訳を JIS とする改定作業が進めら

れた。自転車は国内では最終組み立てを販売店で

行うため，自転車組立整備士試験によって公的に

販売店の組み立てを認定する制度を設けた。これ

らの規格や制度を整備することによって，図 12に

示すように 1973年ごろには生産が 800万台を超え，

そのうち 1/6 の台数が輸出されるまでに成長した。

当時の JIS は東アジア地方で極めて高い信用があ

り，台湾や中国などでは，製造法の詳細が書かれ

た自転車 JIS 規格に準拠した製品が多く生産され

るようになった。1990 年代に入ると，自転車の輸

入関税が廃止され，図 12に示すように日本品質に

近い製品（現地で JIS 認定を受けた工場で生産さ

れた製品）が台湾や中国から輸入される結果とな

った。その傾向は現在でも続いており，国内消費

の 80%程度が海外からの輸入品となっている。 

その中にあって，シマノはあえて JIS 規格に準

拠しない高品質・高付加価値の部品を製造し，そ

れらの部品をモジュールとして販売する戦略をと

った。シマノ製のモジュール部品は最終的には JIS

規格部品と組み合わされて完成品となる。シマノ

製品と他社部品との組み合わせが可能なようにす

るために JIS 規格を使用し，自社製品のブランド

化に成功している。 

 

7．今後の方向性 
これまでの標準化は，技術・製品の熟成段階で

検討され，新市場創造型標準化制度も事業化段階

での標準化に軸足を置いてきた。これに対して，

中堅・中小企業等へのイノベーション（研究開発）

と標準化とを一体的に支援するため，パートナー
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機関に加えて，公的研究機関等が橋渡しを担う役

割を強化して，知財活用を含めた開発の萌芽段階

からの標準化を支援する体制が整ってきている。 

こうして，研究開発から標準化等が並行的に推

移する中，①標準化の対象拡大（システム分野へ

の広がり），②標準獲得手法の複線化（デジュール

＋フォーラム／コンソーシアム，デファクト）に

対応するニーズに対して，「新市場創造型標準化制

度の活用や，国立研究開発法人を活用し，業種横

断プロジェクトとして組成すべき案件の検討を行

う等，官民の標準化体制を強化する。」という方向

性が経済産業省の検討会で示された9。 

これらの環境変化がある中，中堅・中小企業等

にとって，自社の保有する尖った技術・製品を社

の利益に貢献できるように標準化を実行していく

ためのハードルは高い現状にあるが，それをクリ

アした後に，市場・販路を拡大できた多くの実績

がある。今後，IoT などの第四次産業革命関連，サ

ービス分野などの国際標準化への的確な対応が今

後の重点課題の一つとなる。 

本稿で記述した新市場創造型標準化制度は，

2020 年まで 100 件の高い目標がある。前述のパー

トナー機関及び政府関係機関からの一層の強力な

支援を得ることによって，国際案件を含めた優れ

たシーズの発掘を行い，この制度の趣旨である「中

堅・中小企業等による標準化の戦略的活用」につ

いての諸活動を加速させていきたい。 
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